
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）
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1 ○ A-2
坂元小学校講堂（屋内運

動場）改築事業
坂元小 町 　坂元小の講堂（屋内運動場）の改築について、基本設計を行う。 0.333 16,100 16,100 10,733

2 ○ A-2-①
山元町立小中学校の

今後のあり方検討業務事業

坂元小、山下
小、山一小、坂
元中、山下中

町
　震災により新しいまちづくりを進めるにあたり、集団的移転により市街地形成が再編されることを受け、学
校の統廃合を含めた現状と課題の整理、及び委員会の運営支援など、小中学校の今後のあり方を検討
する。

0.8 12,500 12,500 10,000

3 ○ A-4 埋蔵文化財発掘調査事業
山元町復興
事業実施箇

所
町 　町が実施する復興事業のほか、個人住宅・零細企業・中小企業の復興事業に伴う確認調査を行う。 0.5 29,000 29,000 21,750

合計額 57,600 57,600 42,483 0 0

担当者氏名

メールアドレス

（注）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注）「年度間調整額（国費）（e）」は前年度に制度要綱第１の７の④に該当し、様式３を提出した場合に、または事業の進捗に遅れが生じ基金残高がある場合に、様式３の翌年度交付額調整額を記載する。

（注）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合には、（＊）の(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。
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（様式１－４①）

山元町復興交付金事業計画　平成２４年度　復興交付金事業等（山元町交付分）

省庁名：文部科学省 平成２４年３月時点
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